
 所掌事務（PFI法第85条）
・PFI法の規定によりその権限に属させられた

事項※の調査審議
※内閣総理⼤⾂の⺠間事業者への助⾔に際しての意⾒等

・PFI事業の実施状況等の調査審議
 当⾯の審議事項

・アクションプラン改定の審議
・案件形成の促進に向けた調査審議 等

PFI推進委員会

PFIの推進体制について

◎飯島 彰⼰ 三井物産株式会社顧問
〇北詰 恵⼀ 関⻄⼤学環境都市⼯学部 教授

上村 多恵⼦ ⼀般社団法⼈京都経済同友会 常任幹事
上村 敏之 関⻄学院⼤学経済学部 教授
⼤橋 弘 東京⼤学⼤学院経済学研究科 教授、東京⼤学副学⻑
坂井 ⽂ 東京都市⼤学都市⽣活学部⻑ 教授
難波 悠 東洋⼤学⼤学院経済学研究科 教授
⼆本松 裕⼦ 弁護⼠
⼭⼝ 直也 ⻘⼭学院⼤学⼤学院会計プロフェッション研究科⻑・教授

事業推進部会計画部会 審議事項
・アクションプランのPDCAサイクルの実⾏

（１）アクションプランのフォローアップ、
（２）アクションプランの改定案の検討 （３）その他

 審議事項
・案件形成の促進等に向けた調査審議

（１）優先的検討規程の実効性向上の検討
（２）⺠間提案の実効性向上の検討 （３）情報発信等の検討

◎⼭⼝ 直也 ⻘⼭学院⼤学⼤学院会計プロフェッション研究科⻑・教授
〇⼤橋 弘 東京⼤学⼤学院経済学研究科 教授、東京⼤学副学⻑

難波 悠 東洋⼤学⼤学院経済学研究科 教授
朝⽇ ちさと 東京都⽴⼤学都市環境学部都市政策科学科 教授
池⽥ 周平 株式会社みずほ銀⾏プロジェクトファイナンス営業部⻑
⼤⻄ 正光 京都⼤学⼤学院⼯学研究科都市社会⼯学専攻 教授
加藤 ⼀誠 慶應義塾⼤学商学部 教授
⾼橋 玲路 弁護⼠
中村 健⼀ 損害保険ジャパン株式会社企画開発部リーダー
本⽥ 信次 富⼭市 政策監
宮川 暁世 ⽇本政策投資銀⾏シンジケーション･クレジット業務部⻑
吉⽥ 育代 株式会社⽇本経済研究所公共デザイン本部 上席研究主幹

◎北詰 恵⼀ 関⻄⼤学環境都市⼯学部教授
〇⼭⼝ 直也 ⻘⼭学院⼤学⼤学院会計プロフェッション研究科⻑・教授

難波 悠 東洋⼤学⼤学院経済学研究科 教授
池⽥ 真理⼦ ⿅島建設株式会社⼟⽊管理本部⼟⽊技術部リニューアルグループ担当部⻑
宇野 ⼆朗 北海道⼤学⼤学院公共政策学連携研究部 教授
藏重 嘉伸 株式会社YMFG ZONEプラニング代表取締役社⻑
下⻑ 右⼆ パシフィックコンサルタンツ株式会社 理事 社⻑室特命担当
丹⽣⾕ 美穂 弁護⼠
福島 隆則 三井住友トラスト 基礎研究所ＰＰＰ・インフラ投資

調査部⾨⻑ 理事
本⽥ 信次 富⼭市 政策監
村松 久美⼦ PwC Japan 有限責任監査法⼈ ディレクター、公認会計⼠
横⼭ 幸司 滋賀⼤学経済学部 教授 社会連携センター⻑
渡辺 良江 NTTデータ先端技術株式会社基盤ソリューション事業本部

テクノロジーセールス事業部公共担当部⻑

PFI推進会議 構成 会⻑︓内閣総理⼤⾂ 委員︓全国務⼤⾂
 所掌事務（PFI法第83条）
（１）基本⽅針の案の作成、（２）関係⾏政機関相互の調整、（３）重要事項の審議・推進（PPP/PFI推進アクションプランの策定等）

◎上村 敏之 関⻄学院⼤学経済学部 教授
〇難波 悠 東洋⼤学⼤学院経済学研究科 教授

宇野 ⼆朗 北海道⼤学⼤学院公共政策学連携研究部 教授
横⼭ 幸司 滋賀⼤学経済学部 教授 社会連携センター⻑

◎︓部会⻑
○︓部会⻑代理

⺠間提案調査部会

◎︓部会⻑
○︓部会⻑代理

◎︓委員⻑、○︓委員⻑代理

 審議事項
各省がPPP/PFI不採⽤が妥当と判断した補助対象事業費30億円以上⾒込の
事業における判断の妥当性及び各省が追加検討すべき事項等について

◎︓部会⻑
○︓部会⻑代理

（H23.6⽉設置）

（H11.9⽉設置）

（H28.2⽉設置） （H30.3⽉設置）

（R5.5⽉設置）

参考資料６


